
（表紙）

社会資本総合整備計画　事後評価書

地震・津波災害に強いまちづくりの推進

北海道釧路市

平成28年3月8日



１　社会資本総合整備計画

交付対象

当初現況値
（H24当初）

45.11%

70.00%

2,224百万円 Ａ 2,214百万円 Ｂ Ｃ 10百万円

H24 H25 H26 H27 H28

1-A1-1 防災 北海道 釧路市 直接 釧路市 2,012.5

1-A1-2 防災 北海道 釧路市 直接 釧路市 16.0

1-A1-3 防災 北海道 釧路市 直接 釧路市 185.8

2,214.3

H24 H25 H26 H27 H28

番号 備考

H24 H25 H26 H27 H28
1-C1-1 防災 北海道 釧路市 直接 釧路市 9.8

9.8合計　　　

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
市町村名

港湾・地区名
事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円） 備考番号
事業
種別

標高標示板設置

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者

釧路地区都市防災総合推進事業釧路市

合計　　　

C 効果促進事業

津波浸水予想地域の人口数を測定し、津波発生時の津波緊急一時避難施設の収容人数の割合を算出する。
（津波緊急一時避難施設の避難者収容率）＝（津波緊急一時避難施設収容人員）／（津波浸水地域人口）（％）

津波緊急一時避難施設機能損失（浸水による地下電気室等の被災による機能損失）の割合を測定
（津波緊急一時避難施設の機能損失割合）＝（地下電気室等の所在施設数）／津波緊急一時避難施設数）（％）

交付対象事業

-

-

54.55%

48.84%

中間目標値 最終目標値
備考

地震・津波災害に強いまちづくりの推進
平成24年度～平成26年度（3年間） 釧路市

　当市は、北海道東部、太平洋に面した地域であり、「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策推進地域」にも指定され、過去にも大規模な地震の発生に伴う津波により、住宅の床上浸水や公共施
設等の浸水被害を受けており、都市機能の維持や住民生活にも多大な支障をきたしている。特に平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震による津波により、住宅の床上浸水、津波一
時避難施設である公共施設が浸水により機能停止するとともに、災害対策本部を設置している市役所本庁舎直前まで津波による冠水があり、行政機能がマヒする恐れが発生するなど、現状の防災計
画の見直しを含め、住民等の生命を守る避難施設としての機能維持が喫緊の課題となっている。また、北海道において東日本大震災を教訓として、「発生頻度は低いものの、発生すれば甚大な被害
をもたらす最大クラスの津波」を想定した津波シミュレーションでは、当市に大きな津波浸水被害が想定されている。
　このため、東北地方でも市役所、町村役場等が被災し、その後の災害復旧、災害援助活動に大きな支障を期していることから、災害対策本部としての機能維持を図り都市防災対策を向上させ、津
波浸水地域の避難行動などを地域住民の参画のもと見直し、災害に強いまちづくりを目指す。

・津波発生時の津波緊急一時避難施設の避難者収容率を45.11％から48.84％へ拡大する。
・津波の浸水による津波緊急一時避難施設の機能損失割合を70.00％から54.55％へ減少させる。

計画の名称
計画の期間

合計　　　
B 関連社会資本整備事業

一体的に実施することにより期待される効果

釧路防災拠点地区都市防災総合推進事業

釧路地区都市防災総合推進事業

全体事業費
（百万円） 備考

釧路市

要素となる事業名
（事業箇所）

事業内容
（延長・面積等）

市町村名
事業実施期間（年度）

釧路市

釧路市

施設整備A=1,740.54㎡

津波避難計画、避難マップ作成
等

施設整備A=547.42㎡

計画の目標

計画の成果目標（定量的指標）

番号
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者

音別防災拠点地区都市防災総合推進事業

定量的指標の定義及び算定式

釧路防災拠点地区
音別防災拠点地区

定量的指標の現況値及び目標値

（H25末） （H26末）

A 基幹事業
事業内容

（延長・面積等）
備考

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

要素となる事業名
（事業箇所）

事業者 全体事業費
（百万円）番号

事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

市町村名

１．交付対象事業の進捗状況

効果促進事業費の割合
Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

0.44%

事業実施期間（年度）



番号 備考

1-C1-1

２　事後評価

一体的に実施することにより期待される効果

３．特記事項（今後の方針等）

Ⅰ定量的指標に関連する交付対象事業の効
果の発現状況

釧路市役所防災庁舎及び音別町行政センターの整備により、津波発生時の避難施設における収容人数の割合が拡大され、かつ、避難施設の機能損失割合の割合の
減少が図られるとともに、災害対策本部機能及び住民基本台帳や各システムなどのデータの保全機能の確保が図られた。また、併せて津波避難計画、避難マップ
の作成及び標高標示板の設置等を実施することで、災害に強いまちづくりの推進が図られた。

　釧路市地域防災計画等に基づき、安全安心な市民生活の実現が図られるよう、引き続き災害に強いまちづくりの推進を図る。

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の
発現状況（必要に応じて記述）

１　事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施体制

釧路市総務部、総合政策部において実施

事後評価の実施時期

公表の方法
平成27年度（事業終了後）

市のホームページにより公表

最終実績値
指標③

Ⅱ定量的指標の達成状況

48.84%

55.34%

目標値と実績値に差
が出た要因

目標値と実績値に差
が出た要因

目標値と実績値に差
が出た要因

２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

指標①津波発生
時の津波緊急一
時避難施設の収
容人数の割合

指標②津波緊急
一時避難施設機
能損失の割合

最終目標値

最終実績値

最終目標値

最終実績値

最終目標値

当該計画区域内にある避難施設のひとつであるフィッシャーマンズワーフMOOの収容人数の増加及び津
波避難対象地域の人口の減少による。

54.55%

54.55%

釧路地区都市防災総合推進事業として実施する津波避難計画及び避難マップの作成においては、避難道路の設定は必須であり、市内の幹線道路（市道）、生活道路（市道）に標高標示板を
設置することにより、現在の標高が明確化し、避難する際の指標となることで避難者の安全性が高まる。



（参考図面）都市防災総合推進事業

計画の名称 地震・津波災害に強いまちづくりの推進

計画の期間 平成24年度　～　平成26年度（3年間） 釧路市交付対象

凡例

都市防災総合推進事業対象分

国道240号 

国道38号 

国道38号 

国道38号 

JR釧路駅 

国道44号 

JR根室本線 

1-A1-2 基幹事業 H24～H26完了 

釧路地区都市防災総合推進事業 

  ・津波住民等のまちづくり活動支援 

1-A1-1 基幹事業  H24～H26完了 

釧路防災拠点地区都市防災総合推進事業 

釧路 1-C1-1 効果促進事業  H24～H26完了 

釧路地区都市防災総合推進事業 

  ・地区公共施設 



（参考図面）都市防災総合推進事業

計画の名称 地震・津波災害に強いまちづくりの推進

計画の期間 平成24年度　～　平成26年度（3年間） 釧路市交付対象

凡例

都市防災総合推進事業対象分

釧路市 国道38号 

JR音別駅 

JR根室本線 

1-A1-3 基幹事業  H25~H26完了 

音別防災拠点地区都市防災総合推進事業 


